
際にその購入額に一定の乗率を乗じた額を用品取扱手数料すな

わち用品回収額として収受する。これを用品制掛といい，この

采率を用品回収\lfl]掛率と呼んでいる。ただし出納単価の定めあ

るものについては，この出納単価に回収微を含めてh育成し購入

受入の際これを回収することにしている。用品経政の内容はつ

ぎに示すとおり で，経費の大半は直接経費である JtTiI~品の鎖倒l

料および巡貨によって占められている。

IIB和 31 年度用品経費決算突総

人件 1ft. 1 ，783，056 千円

i狩政品邑日11料 327,777 

貯政品輸送巡:t'l 452,418 

石炭自主卸料 659,947 

石炭輸送運賃 2,926,866 

業務I{'l. 297,055 

その他 361,227 

青，- 6,808,346 

1 nJ ，局側掛回収方法の変遷 用品勘定が消卦ー勘定である中

間整型勘定に切り換えられてから， この回収方法はたびたび改

正された。これはおおむね決算事務の能率化と予算統制の理由

から行われたものである。切換え当初の剖働回収方法は， 決算

制織を施行したが，この場合は，物品の貯蔵箇所である用品庫

がすべて用品制掛回収の整理伝票によって盤理していたため，

労力があまりにも過重となるので， これを購入\l，<i]掛に変更した。

購入制掛はl貯政品を購入受入する際回収する方法であり ， 決算

制掛の場合より労力は相当軽滅されるが，貯放品にl印j掛古買を付

加して受入しなければならないので， 年度末における j守政品残

高がそれだけ膨脹し， そのは爆が不可能となり， JtT放品残高制

限の運用に支障をきた したためこれをさらに変更し，決算箇所

における 1 箇月ごと決算制掛制を採用するにいたった。ところ

がこの方法は，予算執行箇所において， í!:.iJ掛相当額を主体経費

に流用する傾向が強< ，また，回収額を各担当役ごとに制賦す

ることが困難であり ， 結果的には予算超過の決算がなされる傾

向にあったので， これを使用者側において貯絞品を仮替決算す

る際に，用品割掛回収伝聖書を発行し整理する方法に改めた。そ

の後使用者側資材事務の簡素化を図るために昭和 32 年度から

再度購入制掛を採用することになった。このためには貯政品の

出納単価の範闘を広大し，出納単価には割j掛を含めたものとし，

さらにj狩j{~品年度末残高は用品割l掛を含めた枠で述用する方途

を談じた。ただし売却制掛については， 従来から払出しの際回

収する方法をと っている。

2 用品制掛率の区分内容用品\1，<1]掛率は石炭，雑用石炭，

車両， 自動車， 一般用品， 売却の区別によってそれぞれの制掛

率を異に している。しかしこの区分は固定的なものではなく ，

年とともに多少変遷をみている。割j掛率がこのように区別され

ている理由は， 制掛の率をし、かに定めるべきかによって左右さ

れるところではあるが，おおむねつぎのような基準によって区

分されている。

(1) 石炭および雑用石炭 石炭類は告主主11料および巡貨の所要

割合がもっとも多いので， 他の物品と区分して制掛率を定めて

いる。ただし雑用石炭については，調度用品として決算される

ために運賃がかからないので，その分だけ軽減した割掛率を定

めるために， 一般の巡転用炭と区分している。

(2) 車 両車両購入の場合は，おおむね会社専用線オゾ

レール渡しか， または国鉄線オソレ ー ノレi度しの契約になってお

り ， 用品目1には納入されず， 振替決算の場合も用品障に入れる

ことなしそのまま決算されるため，金額が多い割合に告を卸料・

ょうひんわ り

運賃等の直接経質がかからないので，他の一般用品と区分され

ており ， 割j働率も一般用品より低率となっている。

(3) 自動車一両当りの金額が多い割合に直接経費が少な

く，また述貨は当該経費負担になっているので，他の一般用品

と区別されており ， 制働率も一般用品より低率となっている 。

(4) 売却制掛 図鉄の使用する資材は膨大であり ，したがっ

て修繕 ・ 改良工事等から発生する不用資材も相当の傾に上る。

この発生品はいったん貯蔵品として受入れ，市場価値を高める

ために手入・仕訳・選別等を経て部外に売却される。この受入 ・

仕訳 ・ 選別 ・ さらに売却に要する経費は用品経費でまかなわれ

ているので，この経費は売却収入から回収しなければならず，

これは一般用品の剖掛回収とは当然区分整理されなければなら

ない。

(5) 一般用品 前記以外のものについては， 一般用品として

所要経放をプールし，用品言語掛を賦課回収している。

3 用品制掛率の決定 用品勘定は収支のバラ γスが完全に

一致することをFJ!松とする。それには用品の所裂経世に見合う

収入，いわゆる用品経費綴と一致する用品制掛回収舗が必要と

される。用品制掛率の決定はこの理想をもととして，前項の山l

掛区分ごとにそれぞれ年間用品経費所要見込額を対象にして算

出される。 したがって用品回収書l掛率は， 上記区分の所要経費

に変動が生ずれば当然出l掛率にも変動を生ずることになる。ま

た年初編成予p:が中途において変更されたり，物価に変動が生

じたりした場合は，年度中間においても用品制掛率を改正し，

収支のパラ ンスをとるように操作される。しかし年度途中で制

掛率をかえることは予算の運用等にも影響するので最近はなる

べく変更しない方針である。

用品制織率の変造を年度別に示せばつぎのとおりである。

昭和 23 年度以降用品制掛率

年度 石 ~X 向 自動車 一 般 m官: 却

23 (t) 250阿 4% 6% 6% 

(7 月) 830 

(12月) 500 I 1 1 

24 640 4 4 7 

(輸入)6

25 26% 6 4 10 10% 

( 10月) 11 5 3 B 

26 15 4 3 6 6 

(10月) 9 2 3 4 4 

27 13 3 3 5 5 

( 10月) 15 2 2 5 5 

28 15 2 2 5 5 

29 (t) 720門 2 2 5 5 

29 200 (10月)売却代価の
(10月) {維m石炭) 5 

" 
30 720 2 2 5 5 

200 
(雑用石炭)

31 720 2 2 5 5 

200 
(雑用石炭)

32 720 2 2 5 5 

200 
(雑用石炭)

4 用品制掛をm訪!しないもの 用品釧併を賦課しないもの

はつぎのとおりである。 ( 1 ) 製作貯蔵品 (2) 乙極l庁放品 (3) 

出納単価の定めあるもの(出納単価中にはあらかじめ用品割掛

を含めてあるので賦課する必要がない) 0 (4) その他特に指示
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